
６５．７％ 
９０．０％を達成 

９４．４％ 

９０．０％以上を維持 
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第４章 消費者教育推進のための取組 

 

１ 目標と成果指標(ＫＰＩ) 

 

北九州市消費者教育推進計画では、 

 

 

を目標とし、 

 

 

 

 

 

 

をその成果指標(ＫＰＩ)とします。 

 

 

       項 目 

成果指標 
現状値 

目標値 

令和１３年度 

(２０３１年度) 

「商品やサービスの購

入・契約の際、表示や説

明を十分に確認するな

どの行動ができる消費

者」の比率の向上   

令和６年度 

(２０２４年度) 
 

「市立消費生活センタ

ー・消費生活相談窓口」

の認知度の向上 

令和５年度 

(２０２３年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⦿ 「商品やサービスの購入・契約の際、表示や説明を十分に確認するなどの行動が 

できる消費者」の比率の向上  （令和 13 年度までに 90％を達成） 

 

⦿ 「市立消費生活センター・消費生活相談窓口」の認知度の向上 

（令和 13 年度まで 90％以上を維持） 

「安らぐまち」の実現  〜自ら考え確認し、行動する消費者の育成〜
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２ 目標を達成するための「基本方針」 

消費者教育は、消費者の多様な特性に配慮しつつ、ライフステージに応じた

様々な場（学校、地域、家庭、職域等）において、体系的・継続的に推進して

いくことが重要です。 

このため、下記４項目を「基本方針」に据え、様々な消費者教育の担い手と 

連携・協働しながら、効果的・実践的な消費者教育の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、基本方針の進捗は、国において示されている重点領域(対象領域)をタ

テ軸に、幼児期から高齢期までのライフステージ各時期をヨコ軸に配置し、そ

の交わったボックスに教育内容(学習目標)を記したマトリックス状の「消費者

教育の体系イメージマップ」（P５６）も参考にしながら、主要施策（P４２～ 

P５５）の取組状況について、北九州市消費生活審議会において年度毎に報告

し、審議いただく予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ ライフステージでの体系的・継続的な消費者教育の推進 

⑵ 消費者の多様な主体や特性に応じたアプローチ 

⑶ 消費者教育の担い手育成 

⑷ 消費者教育を行う多様な主体の連携、協働 
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３ 「基本方針」に基づく主要な施策 

（１）ライフステージでの体系的・継続的な消費者教育の推進 

消費者教育は幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的かつ継続的

に行う必要があることから、学校、地域、家庭、職域等のライフステージ

に応じた様々な場を活用し、切れ目のない学びの機会が提供されるよう取

り組みます。 

 

【主な施策】                                  

No. 施策・事業名 施策概要 
担当局 

(担当課・連絡先) 

➀ 小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等 

「未来社会を切り拓くために必要な資質・能力を子どもたちに確実に育成するこ

と」を基本的な考え方として、学習指導要領が改訂されました。このため、学習指

導要領に基づき、小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等において、実践的な

教育の推進が図られるよう支援します。 
幼稚園や保育所等に対しても、それぞれ幼稚園教育要領、保育所保育指針に基づ

き、人との関係や社会のルールの大切さ、事故の回避といった消費者教育の推進が

図られるよう支援します。 

 

1 幼稚園や保育所等に

おける各指針、要領

に基づいた「生きる

力」の習得 

幼稚園や保育所等において、幼

稚園教育要領、保育所保育指針

等に基づく教育を実施し、園児

等の段階に応じた消費者教育を

推進します。 

 

子ども家庭局 

こども施設企画課 

(582-2413) 

教育委員会 

学校教育課 

(582-2368) 

 

2 小学校・中学校・高等

学校等における出前

講座の実施 

小学校・中学校・高等学校等に

おいて、学校の希望する児童・

生徒に出前講座を実施し、学校

と協議の上、発達段階に応じた

テーマで講演します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

3 中学校・高等学校等

への消費者トラブル

情報の提供 

消費者教育に係る取組が進むよ

う、メール等により中学校・高

等学校等に若年者に多い消費者

事故や消費者トラブルに関する

情報(ＳＯＳサポートメール、

消費生活トラブル注意報)を提

供します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 
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4 学習指導要領に基づ

く各教科での授業 

小学校（社会科、家庭科、特別

の教科 道徳）、中学校（社会

科、技術・家庭科、特別の教科 

道徳）、高等学校（公民科、家

庭科、情報科）において学習指

導要領に基づいた授業を実施し

ます。 

 

教育委員会 

学校教育課 

(582-2368) 

 

5 学校における食育推

進事業 

子どもが発達の段階に応じて、

食に対する知識や食を適切に選

択する力を身に付けるととも

に、調理に関する基本的技能を

習得し、健全な食生活を実践す

ることができるようにします。

また、各学校において計画的・

体系的な食育が行われるように

指導助言を行うとともに、食育

関連の教育委員会の発刊物の活

用を促進したり、専門的な知識

や技能を有する人と連携・協力

したりすることによって、指導

の充実が図られるようにしま

す。 

教育委員会 

学校教育課 

(582-2368) 

6 学校給食献立レシピ

コンクールの実施 

小学校および特別支援学校（６

年生）の児童、中学校および特

別支援学校（中学部、高等部）

の生徒を対象に、北九州市の地

場産野菜を使った給食で食べて

みたい献立を募集しています。

入賞した献立は、次年度の給食

に取り入れています。 

教育委員会 

学校保健課 

(582-2381) 

7 保護者等を対象とし

た出前講座の実施 

学校の PTA を通じて、保護者等

を対象として、インターネット

の適正利用に関する講座等を実

施し、家庭でのルール作りの重

要性等について啓発を行い、児

童、生徒が消費者トラブルに巻

き込まれないように支援しま

す。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 
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② 大学・専門学校等 

大学等においては、学生が成年に達していることを踏まえ、消費者教育に取り組

むことが重要です。具体的には、未実施の大学等に取組を促します。また、一人暮

らしをはじめるなどの生活環境の変化、契約締結機会の増加などを踏まえ、若年者

に多い消費者トラブルに関する情報の発信、出前講座の実施等により大学等におけ

る消費者教育を支援します。 

 

8 大学・専門学校等に

おける出前講座の実

施 

大学等へ出前講座の実施を働き

かけ、若年者に多い消費者トラ

ブル等についてのテーマで講演

します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

9 大学・専門学校等へ

の消費者トラブルに

関する情報の提供 

消費者教育に係る取組が進むよ

う、メール等により希望する大

学等に若年者に多い消費者トラ

ブルや消費者事故に関する情報

(わかものサポートニュース)を

提供します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

10 大学新入生や留学生

へのリーフレット等

の配付 

 

大学へ働きかけ新入生オリエン

テーション等で、若年者に多い

消費者トラブルについての注意

喚起や消費者トラブルに遭った

際に相談する消費生活センター

窓口の案内等を行います。 

また、留学生に対しては、国民

生活センター発行の在留外国人

向けリーフレットを配布し、消

費者トラブルへの注意を喚起し

ます。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

③ 地域社会 

地域社会には自治会、老人クラブ、民生委員など消費者の属性に応じた様々なコ

ミュニティが存在します。このため、地域における消費者教育の充実のため、これ

らのコミュニティと連携した取組を進めていきます。 

また、福祉関係者や司法関係者、警察等で構成する北九州市消費者安全確保地域

協議会において各機関の取組状況を共有するなど、高齢者、障害のある人等の消費

者トラブルの防止のため、地域の関係者が連携して見守り活動を行う体制を充実し

ます。 

 



 

４５ 
 

11 市民センター等にお

ける出前講座の実施 

 

市民１５人以上の団体・グルー

プを対象に、市民センター等に

おいて出前講座を実施し、身近

な消費者トラブル事例などの情

報を周知し、注意喚起を行いま

す。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

12 「青少年ボランティ

アステーション」や

「北九州ひとみらい

プレイス」など地域

で活動する団体への

情報の提供 

「青少年ボランティアステーシ

ョン」やライフステージに応じ

た「学び、活動、交流」の場を

提供し、11 の人づくり支援施

設が連携している「北九州ひと

みらいプレイス」などに情報提

供します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

13 北九州市消費者被害

防止情報交換会の開

催 

警察との緊密な連携により、

様々な悪質商法による市民の消

費者トラブル、被害の未然防止

対策等を強化し、市民生活の一

層の安定を図ることを目的に、

定期的に福岡県警本部及び市内

８警察署と北九州市消費者被害

防止情報交換会を開催します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

14 北九州市消費者安全

確保地域協議会の開

催 

福祉関係者や司法関係者、県警

察等で構成する消費者安全確保

地域協議会において、消費者被

害の発生又は拡大の防止、多重

債務問題対策、消費者安全の確

保のための取組について情報交

換や協議等を行います。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 

15 くらしの便利講座 消費者問題やエシカル消費に関

心を持つきっかけづくりとし

て、生活に密着した講座を実施

し、消費生活センターの活動の

理解が地域へ広がるよう開催し

ます。 

 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 
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16 消費者フェスティバ

ルの開催 

１１月の市の「消費者被害防止

強化月間」に合わせて、消費生活

センター・計量検査所の取組な

どを紹介するイベントを開催し

ます。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

17 消費生活センターホ

ームページ充実等に

よる情報提供 

インターネットが消費者の生活

に浸透し、スマートフォンを通

じての情報収集が日常的に行わ

れており、消費生活センターに

おいても、ＳＮＳ・ホームペー

ジ・ｄボタン広報誌等を通じて

情報発信を行っています。 

さらに、ホームページの充実 

(ＱＡ、電子メール相談、消費者 

トラブル事例、消費者ホットラ 

イン１８８など)を図り、自身 

で消費者トラブルを解決しよう 

とする消費者や、日中の相談が 

困難な消費者においても、消費 

者トラブルの解決に向けて支援 

します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

18 ＳＮＳによる情報提

供  

消費者庁や福岡県警等からの最

新の消費者トラブル情報、特殊

詐欺事案などを北九州市公式Ｓ

ＮＳから迅速に発信し、被害の

未然防止を図ります。 

さらに全国的な広がりが予想さ

れる若年者に対する消費者トラ

ブル情報も積極的に発信し、注

意喚起を図ります。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

19 食品衛生・食品表示

に係る出前講座の実

施 

市民団体・グループを対象に、講

師等を派遣して食品衛生、食品

表示に関する講座を実施し、消

費者の衛生意識の向上を推進し

ます。 

 

 

保健福祉局 

保健衛生課 

(582-2435) 
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20 食品の安全・安心等

に関する「市場みら

い塾」の実施 

市民センターなどに出向き、新

鮮な食材の選び方、取り扱い方、

食品の安全・安心やおいしい調

理法などについての講演・実演

を行います。 

 

産業経済局 

中央卸売市場 

(583-2025) 

④ 家庭 

家庭は、子どもの健やかな育ちの基盤であり、社会との関わりの上で基礎的な資

質や能力を育む最も重要な場です。国の基本方針によると、子どもは保護者を信頼

できる情報源と認識しているとの調査結果もあることから、保護者が正しい知識を

身に付け、普段から家族で考え、家庭でのルール作り等を行うことは、消費者トラ

ブルの予防にとても効果的です。 

このため、関係機関と連携して、家庭における消費者教育に資する情報を提供す

るなど、家庭における取組を支援します。 

 

21 ＳＮＳ等を活用した

消費者トラブルに関

する情報の提供 

ＳＮＳ・ホームページ・ｄボタン

広報誌を活用し、消費者トラブ

ルに関する情報を発信します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

再掲 

7 

保護者等を対象とし

た出前講座の実施 

学校の PTA を通じて、保護者等

を対象として、インターネット

の適正利用に関する講座等を実

施し、家庭でのルール作りの重

要性等について啓発を行い、児

童、生徒が消費者トラブルに巻

き込まれないように支援しま

す。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

 

22 家族との連携 ＳＯＳサポートニュース等で、

困ったことがあれば家族や消費

生活センターに相談する旨を発

信します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

23 フィルタリング普及

啓発活動の実施 

ＳＯＳサポートニュースやくら

しの便利講座を通じ、未成年者

の違法・有害なウエブサイトへ

のアクセスを制限するフィルタ

リングの必要性等に係る啓発活

動を推進します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

24 食品ロス削減推進事

業 

生活で実践できる食品ロス削減

につながる取組を飲食店や小売

店と連携して啓発し、食品ロス

削減を推進します。 

環境局 

循環社会推進課 

(582-2187) 
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25 上下水道局広報活動 水の大切さや下水道の役割な

ど、上下水道事業の重要性を理

解していただくため、各種行事

や施設見学会の開催、パンフレ

ット等の配布による広報、上下

水道モニター事業、水源地交流

事業などを実施します。 

 

上下水道局 

総務課 

(582-3131) 

26 規範意識育成教室の

開催 

福岡県警等関係機関、団体との

連携を図り、規範意識育成教室

を実施します。児童生徒のみな

らず保護者に対しても、啓発活

動が行えるような学習会等を実

施していきます。 

 

教育委員会 

生徒指導課 

(582-2369) 

⑤ 職域 

事業所に勤務する従業員も消費者としての一面があることから、職域における消

費者教育も消費者トラブルの予防には重要です。このため、消費者トラブルの事例

に関する情報の提供や出前講座の実施等、事業所における従業員への消費者教育を

支援します。 

 

27 事業者に対して、社

員対象の出前講座の

実施 

事業者に対して出前講座を実施

し、身近な消費者トラブルに関

する情報を発信し、注意喚起を

行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

28 商工関係団体による

研修会を活用した啓

発 

新入社員向けの研修会や資格取

得講習会等で、対象者に応じた

消費者トラブルを広報し、消費

者トラブルの防止を行うととも

に、消費者トラブルが生じた際

の相談窓口の周知を行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

29 事業者の若者社員向

けに消費者トラブル

情報の提供 

若者社員を対象として事業者に

消費者トラブルに関する「わか

ものサポートニュース」等を配

信することで、消費者トラブル

の防止に努めます。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

30 訪問販売事業者講習

会 

訪問販売事業者を対象に消費者

トラブルの未然防止にと早期解

決の重要性について周知徹底す

るための講習会を開催します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 
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（２）消費者の多様な主体や特性に応じたアプローチ 

年齢や性別、障害のある人だけでなく、生活環境等が消費者トラブルの発生 

にも影響を与えている面もあり、場合によっては深刻化することがありす。 

このため、多様な対象に寄り添い、それぞれの特性を踏まえたきめ細かな

消費者教育を効果的に推進していきます。 

【主な施策】 

No. 施策・事業名 施策概要 
担当局 

(担当課・連絡先) 

① 若年者 

若年者は、知識や経験の不足、コミュニケーションに対する苦手意識などの

ぜい弱性につけ込まれ、様々な消費者トラブルに巻き込まれる可能性が指摘さ

れています。 

また、市民意識調査では、若年層は、他の年代と比べ、消費者問題への関心

をもち、契約内容の十分な確認など被害に遭わないための行動をとっている割

合が低い傾向にあるとの結果でした。 

このため、若年者が集まる機会・場を捉えた積極的な情報発信に努めるとと

もに、インターネットやＳＮＳを活用して情報発信を行います。 

 

31 ネットトラブル防止

啓発事業 

ネットトラブル事例等を記載

した啓発資料を配布したり、

児童生徒や保護者向けの講演

会等を実施して、ネットトラ

ブルの未然防止に向けた啓発

活動を推進していきます。 

教育委員会 

生徒指導課 

(582-2369) 

32 若年者が集まる機会

をとらえた注意喚起

の実施 

二十歳の記念式典など若年者

が集まる機会等を捉え、消費

者トラブルのうち若年者に多

い事例の注意喚起を行いま

す。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

33 ＳＮＳ等を活用した

若者の消費者トラブ

ルに関する情報の提

供 

ＳＮＳ・ホームページ・ｄボ

タン広報誌等を活用するとと

もに、学校や警察等と連携し

て、若年者に多い消費者トラ

ブル（わかものサポートニュ

ース）に関する情報を発信し

ます。 

さらに、全国的に広がりが予

想される若年者に対する消費

者トラブル情報も積極的に発

信し、注意喚起を図ります。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 
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34 インターネット適正

利用の推進 

インターネットに起因する犯

罪被害、インターネット上の

いじめや依存等を防止するた

め、行政と学校、警察、通信

事業者等と情報共有等を行 

い、連携してインターネット

の適正利用を推進します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

再掲 
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消費生活センターホ

ームページ充実等に

よる情報提供 

インターネットが消費者の生

活に浸透し、スマートフォン

を通じての情報収集が日常的

に行われており、消費生活セ

ンターにおいても、ＳＮＳ・ホ

ームページ・ｄボタン広報誌

等を通じて情報発信を行って

います。 

さらに、ホームページの充実 

(ＱＡ、電子メール相談、消費 

者トラブル事例、消費者ホッ 

トライン１８８など)を図り、 

自身で消費者トラブルを解決 

しようとする消費者や、日中 

の相談が困難な消費者におい 

ても、消費者トラブルの解決 

に向けて支援します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

35 クレジットカードの

適正利用の推進 

出前講座や入学時オリエンテ

ーションでの注意喚起など、

関係団体とも連携を図り、ク

レジットカードの適正利用に

ついて推進します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

② 高齢者、障害のある人 

高齢者は、年齢に幅があり、生活状況や行動範囲、活動の状況も様々です

が、加齢による判断力の低下や、地域社会とのつながりの希薄化により情報不

足などの問題を抱えている場合には、消費者トラブルが深刻化することが懸念

されます。また、近年、障害のある人からの相談は、年間２００件程度で推移

しています。 

このため、高齢者や障害のある人への啓発等にあたっては、本人だけでな

く、民生委員等の見守りを行う支援者への情報提供や啓発研修に取り組みま

す。 
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36 「あんしんサポート

メール」の配信 

日頃、高齢者を支援している

団体やケアマネージャー、介

護サービス事業者等に、消費

関連トラブルや製品事故の情

報を月２回提供し、消費者被

害の防止を図ります。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 

37 障害のある人の特性

に配慮した消費生活

相談体制のさらなる

整備 

 

障害のある人の支援を行う関

係団体等と連携した消費相談

業務を推進します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 

38 高齢者や障害のある

人の権利・財産を守

る成年後見制度・地

域福祉権利擁護事業

の利用促進 

高齢者や障害のある人の権利

や財産を守るための制度につ

いて周知を行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

③ デジタル機器の利用状況等 

デジタル化が進展し、次々と新たな商品やサービスが生まれる中、それに応

じたトラブルも発生しているため、情報提供を行います。 

39 ＳＮＳ等を活用した

注意喚起の実施 

ＳＮＳ・ホームページ・ｄボ

タン広報誌等を活用し、消費

者トラブル等に関する情報を

発信します。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

40 デジタル機器以外に

よる注意喚起の実施 

デジタル機器による情報アク

セスが困難な消費者に配慮

し、広報誌や回覧板、地域の

見守り等の既存の仕組みを活

用した情報提供を行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

④ 誰でも消費者被害に遭う可能性 

誰でもバイアスにより非合理的な意思決定を行い、消費者トラブルに遭う可

能性があります。 

また、消費者トラブルは、一般的には事業者が消費者に対して被害・損失を

与えるものですが、消費者自身が「加害者」となってしまうこともあります。 

社会のデジタル化の進展により、ＳＮＳやウェブサイトへの書き込み等の情報

提供を行ったりする際には、他の消費者へ被害を与えることのないよう、情報

リテラシーや情報モラルの重要性についての意識を高め、十分注意をする必要

があります。 

このため、ＳＮＳ・ホームページ・ｄボタン広報誌等を活用し、広く市民に対

し誰もが消費者トラブルについて学べる機会を確保します。 
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41 メディアの適切な活

用の推進 

各種メディアのあふれる情報

の中から、必要なものを的確

に選別し、活用する能力（メ

ディア・リテラシー）や、情

報社会で適切に行動するため

の基本となる考え方や態度

（情報モラル）を培うため、

自らが考え気づきを促す取組

を行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

42 海外通販サイトでの

消費者トラブルにつ

いて 

国民生活センター越境消費者

センター※について、市立消費

生活センターのホームページ

やＳＮＳ、ｄボタン広報誌、出

前講座などで広く周知を図り

ます。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

43 民間事業者による外

国人技能実習生に対

する啓発活動 

外国人技能実習生に対する消

費者トラブルの際の相談機関

として、消費生活センターを

認知してもらうよう、関係団

体を通じて働きかけを行いま

す。 

また、国民生活センター発行

の在留外国人向けリーフレッ

トを配布し、消費者トラブル

への注意喚起を行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

※国民生活センター越境消費者センター・・・海外ショッピング（インターネッ 

ト・店頭取引を含む）でトラブ 

ルにあった消費者のための相談 

窓口 
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（３） 消費者教育の担い手育成 

消費者教育を推進するには、学校、地域、家庭、職域等のライフステージに

応じた担い手を育成することが必要です。 

このため、消費生活相談員や教職員等への研修、保護者や地域住民（支援

者）への出前講座、消費生活サポーターの配置、あるいは役割を担う人材の

育成などにより、各ライフステージにおける消費者教育のイメージを共有

し、消費者の継続的な学びと考える力の獲得を支援する担い手を育成しま

す。 
【主な施策】 

No. 施策・事業名 施策概要 
担当局 

(担当課・連絡先) 

44 家庭教育講座「食の講

話・講座」の実施 

保護者の食に関する知識の向

上を図るため、各小・中・特別

支援学校に開設される家庭教

育講座の学習会の一つとして

「食の講和・講座」の開催を働

きかけ、同学習会へ講師とし

て栄養教諭等を派遣します。 

 

教育委員会 

学校保健課 

(582-2381) 

45 献立表による情報発

信 

給食の献立や、給食ができる

過程、食べ物の働き等につい

て、ホームページに掲載し、情

報発信を行います。 

 

教育委員会 

学校保健課 

(582-2381) 

46 家庭・地域と連携した

食育の推進 

「学校給食レシピ集」や「朝食

＋お弁当レシピ集」等をホー

ムページに掲載し、情報発信

を行うことで、児童生徒や保

護者等が主体的に調理に取り

組む意識を醸成し、家庭・地域

での食育の推進を図ります。 

 

教育委員会 

学校保健課 

(582-2381) 

47 消費生活相談員等へ

の研修の充実 

消費生活相談員等を対象に

「講座で活用できる技法や伝

え方、消費者教育に関する基

本的な知識」について、演習

を含めた研修を行います。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 
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48 教員への研修の実施 中学校、高等学校、特別支援

学校等の教員を対象に、学習

指導要領の改訂や成年年齢の

引下げを踏まえて、自立した

消費者の育成を目指した授業

づくりについて講座を開催し

ます。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

再掲 

7 

保護者等を対象とし

た出前講座の実施 

学校の PTA を通じて、保護者

等を対象として、インターネ

ットの適正利用に関する講座

等を実施し、家庭でのルール

作りの重要性等について啓発

を行い、児童、生徒が消費者

トラブルに巻き込まれないよ

うに支援します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

 

49 ケアマネジャーや介

護事業者などの支援

者を対象とした講義

の実施 

高齢者や障害のある人の支援

を行う関係団体の職員（ケア

マネージャー、ホームヘルパ

ー、相談支援専門員など）を

対象とした、消費者トラブル

や見守り技法などに関する講

義開催を働きかけ、講師を派

遣します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428) 

50 消費生活サポーター

を配置あるいは、役

割を担う人材を育成

し、関係機関との連

携強化 

悪質商法や製品事故などによ

る消費者トラブルを防止する

ための、消費者問題について

基礎的な知識を習得し、高齢

者や関係機関などへの情報提

供を行う「消費生活サポータ

ー」を配置、あるいは役割を担

う人材を育成します。 

 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 
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（４） 消費者教育を行う多様な主体の連携、協働 

消費者教育・啓発を総合的・体系的に推進していくためには、学校や 

ＰＴＡ、消費者団体、事業者・事業者団体、ＮＰＯ、警察、行政等の多様な

主体が相互に連携して取り組むことが重要です。 

このような関係機関との消費者教育に関する取組について情報を共有しな

がら、消費者教育を推進します。 

【主な施策】 

No. 施策・事業名 施策概要 
担当局 

(担当課・連絡先) 

51 栄養成分表示に関す

る正しい知識の普

及・啓発 

栄養成分表示等の見方や活

用について、ホームページ等

で情報発信を行います。 

保健福祉局 

健康推進課 

(582-2018） 

52 北九州市消費生活審

議会の開催 

学識経験者や消費者団体等

で構成する北九州市消費生

活審議会において、消費者

教育に関する取組の実施状

況を報告するとともに、そ

の意見を踏まえて消費者教

育の推進を図ります。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 

53 庁内関係課で構成す

る消費者教育推進連

絡会議を設置・開催 

消費者教育に関係する部署

との連携をさらに図るため

「庁内消費者教育推進連絡

会議」を設置し、消費者教

育の効果的な推進に努めま

す。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 

再掲 
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北九州市消費者安全

確保地域協議会の開

催 

福祉関係者や司法関係者、

県警察等で構成する消費者

安全確保地域協議会におい

て、消費者被害の発生又は

拡大の防止、多重債務問題

対策、消費者安全の確保の

ための取組について情報交

換や協議等を行います。 

総務市民局 

消費生活センター 

(871-0428） 

54 連携・協力団体から

の意見等の集約 

出前講座やサポートニュー

スを届けている団体等から、

内容や活用方法などについ

て意見を聴取し、さらなる消

費者トラブル解決の支援に

向け取り組みます。 

総務市民局 

消費生活センター 

（871-0428） 


